













In this paper, based on the awareness of the issue, by comprehending organizations and business 
of the Co-op, furthermore, image and usage for Co-op of union members, and economic situation 
of union members, the role and significance of the Co-op business coalition and the position of 
Co-op in food market will be organized.
 On top of that, from a case analysis of Consumers’ cooperative “Co-op Kagoshima”, we make 
a link, especially, the “Direct connection between the producer and consumer” called the “Certi-
fication system of direct marketing by two parties” to “food”/ consumer = co-op members and 
“agriculture”/producer, then, reveals that there is a possibility that it becomes an opportunity 
that Community development as “social relationship” be transformed, and at the same time, 
clarifies that there is a possibility to link to “Entity formation” as consumer = co-op members, 



















































3  2005年に「日本生協連『農業 ･ 食生活への提言』検討委員会答申」で，200％を超える高関税商品が８品目にのぼり他の先進国
に比べ多く，「高関税の逓減による内外価格差の縮小」を求めていた。今日の日豪 EPA 批准（2015年１月発効），TPP 交渉へと
連動する提言をした姿勢とはきわめて対照的である。






























































































































































































































































































































































































































































































本稿では生協 ( 単協 )・事業連合・日生協という体制のもとで，この間，生協陣営は食料・農業問題を
事業の真っ正面にすえるという軌道修正を行い，新たな商品政策・産直事業を展開している点に関してい
えば，その量的な広がりにはまだまだ十分とはいえないものの一定度評価はできよう。もちろん，前述し
たように生協の各種の取り組みも大手スーパーや地元のスーパーでも取り組まれ，その違いはみえづらく
なっている。コープ商品とイオンのトップバリュ商品も同じ NB ブランドとしての仮象性をもち，一般の
消費者にとってその違はわからない。これまでの生協の「商品論的産直論」ゆえのことであろう。
とりわけ，地域生協と事業連合を取り巻く社会・経済環境と，コープ九州傘下の生協コープかごしまの
商品政策と産直事業を主な対象として，コープかごしまにおける組織・事業・経営の面での好調さ，発展
的な面はあるものの，地域農業への関わり―商品政策・産直事業という点についていえば，産直品のウエ
イトが低下してきたという点で，とくに近年注目を浴びている生協等と比べるならば，「産直二者認証制
度」のもつ積極性とその意義が薄れ，その制度のもつ積極的な「社会的諸関係」変革の契機となりうる可
能性もやや弱体化していることも指摘してきた。
コープかごしまが草創期から取り組んできた原点の取り組み・「めんどくさい，わずらわしい，それが
生協」だったように，「出資・利用・参加」という協同組合原則論，生協そもそも論の貫徹の視点がいま
までになく必要となっていよう。その重要な契機がまさに「産直二者認証制度」であり，組合員の産直品・
コープ商品への関わり，単なる消費者にとどまらず，そのことを通じて「社会的諸関係」の認識とその変
革への開眼につながる契機たりうるのではないだろうか。生産者，組合員，生協職員，さらにメーカーや
取引業者等まで含め，産直交流会や産直二者認証委員会のような「めんどくさい，わずらわしい，それが
生協」という初心の取り組みが，コープ商品，産直事業に協同組合運動のいのちを吹き込み，「主体形成」
の契機へリンクし，トップバリュ商品との違い，その仮象性をはぎとる契機ともなろう。それはグローバ
リゼーションに対抗するローカリゼーションの取り組みの一つとして，地域農業・「社会的諸関係」への
関わりを強め，ひいては食料自給率の向上へとリンクし，今後の生協の組織と事業，協同組合運動発展の
鍵を握っているように思われる。
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生協の組織・事業・経営の現状と課題
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